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（億円）

J-REIT:2019年4月の投資部門別売買動向
外国人投資家が大幅な売り越しの一方、国内投資家が買い支え

2019年5月21日

外国人投資家が大幅な売り越しに転じる
2019年4月のJ-REITの投資部門別売買動向は、ETFへの資⾦流⼊が⼤部分を占めると考えられる証券会

社の自己売買部門が439億円、投資信託が220億円、銀⾏が190億円の買い越しとなりました。⼀方、外
国人投資家が717億円、個人投資家が89億円の売り越しとなりました。

（出所）東京証券取引所
※投資部門は上記以外にもあります。

（ 2018年5月〜 2019年4月）

J-REITの主要投資部門別売買動向

国内投資家が買い支え
外国人投資家は2018年9月以降J-REITを買い越していましたが、4月に売り越しに転じた背景として、

好調な経済指標が相次いだことでマーケットがリスクオンとなり、J-REITより値動きの⼤きい株式に資⾦
を移⾏させる動きが強まったことが考えられます。

⼀方で、投資信託は3月に続いて買い越しとなり、J-REITに投資する毎月分配型の投資信託の解約によ
る資⾦流出が落ち着いてきているとみています。また、銀⾏も日銀の買い⼊れを除いても買い越しとなり
ました。

4月の東証REIT指数（配当込み）リターンは、▲0.7%の下落にとどまり、外国人投資家の⼤幅な売り越
しに対して投資信託、銀⾏など国内投資家がJ-REIT市場を買い支えたことがわかります。
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